
正規労働・非正規労働を考慮したカレツキアン・モデル

佐々木 啓 明

Ⅰ はじめに

本稿は，正規労働と非正規労働という２種類

の労働を考慮したカレツキアン・モデルを提示

し，労働間の賃金格差が均衡の安定性に与える

影響を分析する。

カレツキアン・モデルの基本モデルは，

Rowthorn［1981］によって提示された
1)
。その

Rowthorn モデルでは，カレツキ自身が強調し

た直接労働と間接労働という２種類の労働が考

慮されている（池田，［2006］）。直接労働とは，

産出量の変化に伴って変動する可変労働のこと

を，間接労働とは，産出量とは無関係な固定労

働のことを，それぞれ意味している。この意味

で，直接労働を可変労働，間接労働を固定労働

と呼ぶこともできる。

Rowthorn［1981］モデルでは考慮していたに

もかかわらず，意外なことに，２種類の労働を

考慮したカレツキアン・モデルはそれほど多く

はない
2)
。とりわけ，２種類の労働の存在が，均

衡の安定性にどのような影響を与えるのかを分

析した研究は，ほとんど存在しない。数少ない

例として，Raghavendra［2006］が挙げられる。

彼は，Rowthorn モデルを拡張し，稼働率と利

潤シェアという２つの変数に関して内生的な景

気循環が生み出されるモデルを提示した。具体

的には，Rowthorn モデルでは外生変数である

所得分配（賃金シェアおよび利潤シェア）が，

内生的に決定されるようにした。また，

Rowthorn モデルでは稼働率と利潤率の増加関

数であった投資関数を変更し，Marglin and

Bhaduri［1990］の議論に基づき，稼働率と利潤

シェアの増加関数である投資関数を導入した。

さらに，投資関数は線形ではなく非線形である

ともした。

Raghavendra モデルでは，投資関数の非線形

性，および固定労働の存在に起因する規模に関

する収穫逓増の相互作用により，条件次第では，

リミット・サイクルが発生する，つまり内生的

かつ永続的な景気循環が生み出されることが，

ポアンカレ＝ベンディクソンの定理を用いて示

されている。これは，高揚レジーム（exhilar-

ationist regime）と停滞レジーム（stagnation-

ist regime）が交互に訪れることを示唆する。

高揚レジームとは，利潤シェアの増大が稼働率

の増大を導くことであり，停滞レジームとは，

利潤シェアの増大が稼働率の低下を導くことで

ある
3)
。

本稿では，Raghavendra モデルにおける固定

労働を正規労働，可変労働を非正規労働と読み

替え，さらに，いくつかの拡張を施したモデル

を提示し，均衡の安定性を分析する。

ここで，Rowthorn モデル，Raghavendra モ
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１）Lavoie［1992］によれば，Del Monte［1975］が最

初のカレツキアン・モデルとされている。しかし，

モデルの精緻性，論文の入手可能性を考慮して，

Rowthorn［1981］をカレツキアン・モデルの原型と

呼ぶことにする。

２）２種類の労働を考慮したカレツキアン・モデルに

ついては，Lavoie［1992］を参照されたい。最近の

研究としては，Lavoie［2009］が挙げられる。

３）カレツキアン・モデルにおける様々なレジームに

ついては，Blecker［2002］を参照されたい。



デル，およびそれらを拡張したわれわれのモデ

ルが，正規労働と非正規労働に関する問題を分

析する上で有用であることを，宇仁［2009］の

実証研究を援用して，簡単に説明しておこう。

まず，雇用の産出弾力性という考え方につい

てである。これは，産出量が１％変化したとき

に雇用量が何％変化するかを表したものであ

る。この値は，男性労働では低く，女性労働で

は高いことがわかっている（宇仁，［2009］，第

９章）。男性労働を正規労働，女性労働を非正

規労働と見なすならば，このような労働の種類

による弾力性の違いを，われわれのモデルは考

慮している。

つぎに，正規労働と非正規労働は代替関係に

あるのか補完関係にあるのか，という問題があ

る。宇仁（［2009］，第４章）によると，いくつ

かの代表的な実証研究は，正規労働と非正規労

働が補完関係にあることを示しているが，それ

らの分析は不十分であり，より厳密な分析に基

づくと，代替関係にあることを示している。正

規労働と非正規労働が代替関係にあるというこ

とを，われわれのモデルは考慮している。

本稿のモデルと Raghavendra モデルの大き

な違いは２つある。

第１に，賃金に関する仮定が異なっている。

Raghavendra モデルでは，固定労働と可変労働

は同一の賃金を得ると仮定されている。これに

対して本稿のモデルでは，正規労働の賃金は非

正規労働の賃金より高いことが仮定される。正

規労働と非正規労働の賃金格差の存在は，宇仁

（［2009］，第３章）の実証研究により支持され

ている
4)
。

第２に，所得分配の動学に関する定式化が異

なっている。Raghavendra モデルでは，企業の

動学的マークアップ・プライシングの式と賃金

曲線（wage curve）を用いて
5)
，所得分配（利潤

シェア）の動学を定式化している。これに対し

て本稿のモデルでは，インフレーションのコン

フリクト理論を用いて，所得分配の動学を定式

化する
6)
。

本稿は以下のように構成されている。第Ⅱ節

では，本稿のモデルが提示される。第Ⅲ節では，

定常均衡の性質と安定性が分析される。第Ⅳ節

では，まとめと今後の課題について述べる。

Ⅱ モデル

２種類の労働者（正規労働と非正規労働）と

資本家が存在する経済を考える。労働者は賃金

のみを収入とし，得た賃金をすべて消費に回す。

資本家は利潤のみを収入とし，得た利潤の一定

割合 sを貯蓄する。このとき，貯蓄関数は次の

ようになる。

.s/sr, 0?s?1 p1�

ここで，.s/S/Kは実質貯蓄 Sと資本ストック

Kの比率を，rは利潤率を表す。

企業の投資関数は Marglin and Bhaduri

［1990］に従い，稼働率と利潤シェアの増加関

数であると仮定する
7)
。

.d/.d pu, m�, .du>0, .dm>0 p2�

ここで，.d/I/Kは実質投資 Iと資本ストック

の比率を，.duは投資関数の稼働率に関する偏
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４）宇仁（［2009］，第３章）は，正規労働と非正規労

働の賃金格差拡大は重要な問題であるが，日本では，

正規労働者間の賃金格差拡大という問題がいっそう

重要であること実証分析により示している。

５）Raghavendra［2006］の賃金曲線とは，賃金水準が

稼働率の増加関数となるものである。彼は，実質賃

金率を稼働率の関数とすると述べているが，実際に

は，名目賃金率を稼働率の増加関数としている。

６）Flaschel and Greiner［2009］は，動学的マークアッ

プ・プライシングの式と賃金変化率が稼働率とイン

フレ率に依存するという定式化を用いて，所得分配

の動学を定式化した Goodwin モデルを提示してい

る。この定式化は，本稿におけるインフレーション

のコンフリクト理論を用いた定式化と結果的に類似

する。



微分を，.dmは投資関数の利潤シェアに関する

偏微分を，それぞれ表している。また，簡単化

のために資本減耗は考えない。

潜在産出量 YFと資本ストックの比率は技術

的に固定されており，つねに一定であると仮定

しよう。すると，稼働率 uを u/Y/Kで表すこ

とができる。ここで，Yは現実の産出量を表す。

このとき，利潤率，利潤シェア m，そして稼働

率の間に r/muという関係が成立することに

注意しよう。

正規労働の雇用量 Lfは潜在産出量に比例

し，非正規労働の雇用量 Lvは現実産出量に比

例すると仮定する。

Lf/aYF, a>0 p3�

Lv/bY, b>0 p4�

ここで，aと bはそれぞれの労働投入係数を表

す。以下では，非正規労働の産出に対する反応

は正規労働の産出に対する反応より高い，とい

う事実を捉えるために，a?bを仮定する
8)
。正

規労働と非正規労働の比率を計算すると，

Lf/Lv/a/pbu�となる。これは，稼働率が上昇

すると，正規労働・非正規労働比率が低下する

ことを意味している。つまり，稼働率が上昇す

ると，非正規労働が相対的に多く雇用されるこ

とになる。また，定常均衡において稼働率が決

定されると，正規労働・非正規労働比率が決定

される。

稼働率は，財市場の超過需要により増大し，

超過供給により低下する，という数量調整を仮

定する。

u
�

/f p.d,.s�, f>0 p5�

ここで，fは財市場の調整速度を表す。

経済の平均労働生産性の水準を a/Y/Lとす

る。ここで，Lは総雇用量を表し，L/Lf+Lv

である。これより，aを次のように書くことが

できる。

a/
Y

aYF
+bY

/
u

a+bu
p6�

これは，平均労働生産性が稼働率の増加関数で

あることを意味しており，規模に関する収穫逓

増が作用する。定常均衡では uが一定となる

ので，平均労働生産性は一定となる。それゆえ，

このモデルでは持続的な技術進歩は存在しな

い。

正規労働の名目賃金 wfは非正規労働の名目

賃金 wvより高いと仮定する
9)
。

wf/gwv, g>1 p7�

これを用いて，経済の平均賃金を計算すると，

次のようになる。

w/
Lf

L
wf+

Lv

L
wv/

a

a+bu
wf+

bu

a+bu
wv

/�
ga+bu

g pa+bu� �wf p8�

平均賃金は，正規労働の賃金と非正規労働の賃

金の加重平均であり，そのウェイトはそれぞれ

の雇用シェアとなる。正規労働のウェイトは稼

働率の減少関数となり，非正規労働のウェイト

は稼働率の増加関数となる。また，角括弧部分

は稼働率の減少関数となっている。

生産財 pの価格の変動式と正規労働の賃金の

変動式をインフレーションのコンフリクト理論

を用いて定式化しよう
10)
。まず，企業が目標と

する利潤シェア mfと現実の利潤シェアの格差

を縮めるように価格を設定する結果，価格が変

動すると仮定する。つぎに，労働組合が目標と

する利潤シェア mwと現実の利潤シェアの格差
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７）典型的なカレツキアン・モデルにおいては，投資

関数は利潤率と稼働率の増加関数として定式化され

る。これに対して，Marglin and Bhaduri［1990］は，

利潤率ではなく利潤シェアが投資関数の変数となる

べきであると主張した。

８）p3�式と p4�式は，ともに線形であるため，厳密に

は，いずれの労働の産出弾力性も 1となる。そこ

で，ここでは「労働の産出に対する反応」という表

現を用いている。

９）同様の定式化は，Lavoie［2009］においても採用さ

れている。



を縮めるように交渉する結果，正規労働の名目

賃金が変動すると仮定する。これらの考え方を

定式化すると，以下のようになる。

p
�

p
/q pmf,m�, 0?q?1, 0?mf?1 p9�

w
�

f

wf

/p1,q� pm,mw�, 0?mw?1 p10�

ここで，qは企業の交渉力を，1,qは労働組合

の交渉力を表すものと解釈する。

利潤シェアは定義により，m/1,pwL/pY�で

あるから，これを時間で微分して，次式を得る。

m
�

1,m
/

p
�

p
,

w
�

w
+

a
�

a
p11�

p8�式と p10�式より，経済全体の平均賃金の変

化率は次のようになる。

w
�

w
/,

pg,1�ab

pga+bu�pa+bu�
�u

�

+p1,q�pm,mw� p12�

また，p6�式より，労働生産性の変化率は次のよ

うになる。

a
�

a
/

a

pa+bu�u
�u

�

p13�

p1�式と p2�式を p5�式に代入し，p9�式，p12�式，

そして p13�式を p11�式に代入すると，以下の

ような稼働率と利潤シェアの動学方程式を求め

ることができる。

u
�

/f �.d pu, m�,smu�, f>0 p14�

m
�

/,p1,m��m,Γ,f pu�u
�

�, Γ6qmf+p1,q�mw,

f pu�/
ag

pga+bu�u
>0, f′pu�?0 p15�

ここで，p15�式におけるΓ は，企業の目標利潤

シェアと労働組合の目標利潤シェアの加重平均

をそれぞれ表す。企業は mfをできるだけ大き

く設定しようと考え，労働組合は mwをできる

だけ小さく設定しようと考えるであろう。それ

ゆえ，Γ は 1より小さい値を取ると考えるの

が妥当である。

Ⅲ 定常均衡の性質と安定性

１ 定常均衡の性質

定常均衡は，u
�

/m
�

/0となる状態である。ま

ず，m
�

/0の式から，定常均衡における利潤シェ

アが

m*
/Γ p16�

と決定される。ここで，「*」は均衡値を表す。

上 述 し た よ う に 0?Γ?1で あ る か ら，

0?m*
?1となる。つぎに，p16�式を u

�

/0の式

に代入することにより，

.d pu, m
*�/sm*u p17�

が得られ，定常均衡における u*が決定される。

以下では，p17�式を満たす u*がただ１つ存在

し，かつ 0?u*
?1であることを仮定する。

定常均衡の利潤シェアは，交渉力，企業の目

標利潤シェア，労働組合の目標利潤シェアに依

存する。定常均衡の稼働率は，それらのパラ

メータにくわえて，貯蓄率，投資関数の形状に

依存する
11)
。しかしながら，いずれの定常均衡

値とも，a, b, g, fという４つのパラメータに

は依存しない。この性質は，後の分析で利用さ

れる。

２ 定常均衡の安定性

定常均衡の安定性を調べるために，この微分
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10）インフレーションのコンフリクト理論は，

Rowthorn［1977］によって定式化された。これをカ

レツキアン・モデルに組み込んだ先行研究としては，

Dutt［1987］，Cassetti［2003］を参照されたい。p9�

式は，動学的マークアップ・プライシングに対応し

ているので，マークアップ・プライシングというカ

レツキアン・モデルの特性を無視しているわけでは

ない。詳しくは，佐々木［2011］の脚注９）を参照

されたい。

11）定常均衡における稼働率，利潤シェア，資本蓄積

率に関する比較静学分析に関しては，佐々木［2009］

を参照されたい。



方程式体系のヤコビ行列を分析する。ヤコビ行

列を Jとしよう。Jは 2-2の行列となり，その

各要素は次のようになる。

J11/
�u

�

�u
/f p.*

du,sm*� p18�

J12/
�u

�

�m
/f p.*

dm,su*� p19�

J21/
�m

�

�u
/p1,m*�f pu*�J11 p20�

J22/
�m

�

�m
/,p1,m*��1,f pu*�J12� p21�

Jの各要素は，定常均衡値で評価されている。

ここで，以下の仮定を導入しよう。

仮定１

sm*
>.

*
du

これは，貯蓄の稼働率に対する反応が投資の

稼働率に対する反応を上回ることを示してお

り，財市場における数量調整が安定であること

を意味している。また，これはケインジアン安

定条件とも呼ばれ（Marglin and Bhaduri，

［1990］），カレツキアン・モデルにおいては一

般的に仮定される条件でもある。仮定１の下で

は，J11?0が得られる。

つぎに，均衡におけるレジームを定義する。

定義１

.
*
dm?su*を停滞レジーム，.

*
dm>su*を高揚レ

ジームと定義する
12)
。

投資の利潤シェアに対する反応が貯蓄の利潤

シェアに対する反応を下回るとき，停滞レジー

ムとなり，投資の利潤シェアに対する反応が貯

蓄の利潤シェアに対する反応を上回るとき，高

揚レジームとなる。そして，停滞レジームのと

き，J12?0が得られ，高揚レジームのとき，

J12>0が得られる。

定常均衡が局所的に安定であるための必要十

分条件は，ヤコビ行列 Jの行列式が正かつ対角

要素の和が負となることである。これらのこと

を確かめてみよう。

まず，行列式を計算すると，次のようになる。

detJ/,p1,m*�J11>0 p22�

これより，仮定１の下では，行列式はつねに正

であることがわかる。

つぎに，対角要素の和を計算すると，次のよ

うになる。

trJ/J11,p1,m*�+p1,m*�f pu*�J12 p23�

仮定により，J11?0である。しかし，J12は正と

負の値を取りうるため，trJが負になるとは限

らない。

定常均衡が停滞レジームのとき，すなわち，

J12?0のとき，必ず trJ?0となる。これより，

以下の命題が得られる。

命題１

定常均衡が停滞レジームのとき，定常均衡は局

所的に安定である。

これに対して，定常均衡が高揚レジームのと

き，すなわち，J12>0のとき，trJ>0となりう

るので，以下の命題が得られる。

命題２

定常均衡が高揚レジームのとき，定常均衡は局

所的に不安定となりうる。

定常均衡の稼働率は aと bに依存しないこ

とを思い出そう。そこで，稼働率を所与として，

投入係数比率 b/a p>1�を動かすことを考えて
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12）一般的な高揚レジームの定義は，外生的な利潤シェ

アの上昇が定常均衡の稼働率を増大させる，という

ものである。しかし，本稿のモデルにおいては，定

常均衡における利潤シェアは内生変数であるため，

この定義をそのまま利用することは厳密ではない。

ここでは，Raghavendra［2006］の定義に従ってい

る。



みる。aと bは f pu*�の部分に登場する。そし

て，p15�式より，b/aが大きくなると，f pu*�は

小さくなることがわかる。これより，以下の命

題が得られる。

命題３

定常均衡が高揚レジームであるとしよう。こ

のとき，非正規労働の現実産出に対する反応が

正規労働の潜在産出に対する反応より相対的に

大きくなると，定常均衡の不安定性が低下する。

この命題は，定常均衡が高揚レジームである

ときは，非正規労働が産出の変動に対して柔軟

に変動するほど，定常均衡が安定になりやすい

ことを意味している。

今度は，内生的かつ永続的な景気循環が得ら

れることを示そう。trJを次のように書き換え

る。

trJ/fA,p1,m*�,

A6p.*
du,sm*�+p1,m*� f pu*�p.*

dm,su*� p24�

Aで定義された部分は，財市場の調整速度を表

すパラメータ fに依存しない。また，定常均衡

における稼働率と利潤シェアも fに依存しな

い。これより，fを分岐パラメータに選ぶこと

が考えられる。

命題４

定常均衡が高揚レジームであるとしよう。さら

に，Aが正であるとしよう。このとき，財市場

の調整速度がある範囲にあるとき，リミット・

サイクルが生じる。

証明

f0/p1,m*�/A>0となる f>0が存在して，

f/f0に対しては trJ/0 , f?f0に対しては

trJ?0, f>f0に対しては trJ>0が成立する。

それゆえ，f/f0はホップ分岐点である。すな

わち，f/f0の近傍のある範囲において，非定

常的な周期解が存在する。

Raghavendra［2006］が示したように，われ

われのモデルにおいても，利潤シェアと稼働率

がともに上昇・低下する局面，一方が上昇し他

方が低下する局面，これら２つの局面が交互に

訪れる。これは，見かけ上，高揚レジーム，停

滞レジームが交互に訪れることを意味する。

今度は，正規労働と非正規労働の賃金格差を

表すパラメータ gについて考えてみる。gは均

衡値に影響を及ぼさないことを思い出そう。そ

れゆえ，gは trJにおける f pu*�の部分にのみ現

れる。さらに，計算により，以下のことがわか

る。

�f pu;g�

�g
/

ab

u pga+bu�2
>0 p25�

これは，定常均衡が高揚レジームであるとき，

gの上昇が定常均衡の不安定性を増幅させる効

果をもつことを意味する。

命題５

定常均衡が高揚レジームであるとしよう。この

とき，正規労働と非正規労働の賃金格差の拡大

は，定常均衡を不安定にする作用がある。

さらに，以下の命題が得られる。

命題６

定常均衡が高揚レジームであり，かつ不安定で

あるとしよう。このとき，正規労働と非正規労

働の賃金格差がある範囲にあるとき，リミッ

ト・サイクルが生じる。

証明

g0/
b

a
�

pu*�2�p1,m*�,J11�

��J11,p1,m*��u*
+p1,m*�J12	

>0

となる g>0が存在して，g/g0に対しては

trJ/0, g?g0に対しては trJ?0, g>g0に対し
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ては trJ>0が成立する。それゆえ，g/g0は

ホップ分岐点である。すなわち，g/g0の近傍

のある範囲において，非定常的な周期解が存在

する。

賃金格差が拡大すると，定常均衡が安定から

不安定に切り替わるところがある。それゆえ，

賃金格差の拡大は経済を不安定化させる。経済

を安定化させるためには，正規労働と非正規労

働の賃金格差を縮小するのが望ましいといえ

る。また，g0の形からわかるように，投入係数

比率 b/aが大きくなると，g0も大きくなる。そ

の結果，安定から不安定に切り替わる点が大き

くなり，不安定になりにくくなる。これは，命

題５と整合的である。

Ⅳ まとめと今後の課題

本稿では，正規労働と非正規労働という２種

類の労働が存在するカレツキアン・モデルを構

築し，それらの労働間の賃金格差の拡大が経済

に与える影響を分析した。まず，定常均衡が停

滞レジームである場合，正規労働と非正規労働

の賃金格差の大小とは無関係に，定常均衡は安

定であることがわかった。つぎに，定常均衡が

高揚レジームである場合，正規労働と非正規労

働の賃金格差の拡大は，経済を不安定にする可

能性があることがわかった。さらに，賃金格差

がある範囲にあるときは，内生的かつ永続的な

景気循環が発生することもわかった。

われわれのモデルは，労働間の賃金格差を考

慮しているため，例えば，ジェンダー問題に応

用することも可能である
13)
。正規労働を男性労

働，非正規労働を女性労働と見なすならば，男

女間の賃金格差の拡大は経済を不安定にする場

合がある，といえる。

本稿のモデルは賃金格差を扱っているもの

の，雇用量あるいは雇用率は分析の対象として

いない
14)
。しかし，賃金格差の拡大が正規労働

と非正規労働の雇用量にどのような影響を与え

るのかを分析することは，興味深いと同時にき

わめて重要な問題である。また，賃金格差は外

生的に与えられており，どのような要因が賃金

格差を決定するかが明らかではない。さらに，

定常均衡が不安定となるのは高揚レジームの場

合のみであり，停滞レジームは必ず安定となる，

という結果も理論モデルとしては不十分であ

る。定常均衡が停滞レジームであっても，不安

定となる場合も理論的には考えられる
15)
。これ

らを今後検討すべき課題としたい。
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